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はじめに：本資料の目的と活用方法

はじめに

▪令和２年度「地域の医療・観光資源を活用した外国人受入れ推進のための調査・展開事業」
（「本事業」）では、諸外国の国民の健康寿命の延伸に貢献しつつ、日本の医療技術・ サービス
の更なる充実や旅行消費額の拡大にも資する新たな観光コンテンツのモデルを生み出すこと
を目的として次の施策を実施した：

– 国内外の外国人の医療要素を含んだ渡航市場の動向に係る実態調査

– 採択された全国８地域での事業展開（国内連携体制の構築、滞在プランの造成及び実証、
海外連携の推進、事業性評価等）注１

▪本手引きは全国８地域の事業展開を基に、事業全体の進め方と、主な注意点・工夫点をまとめ
ている。

– 本手引きは主に事業を立ち上げてから１年程度で達成しうる、事業化への土台作りについて
解説している。

– 本資料では地域に共通する主な学びを抽出しているため、記載内容以外の注意点や学びも
存在し、実際の事業展開では地域毎の特性・事情に照らして事業を進める必要がある。

▪本事業を通じて地域に還元できる仕組みを構築することが重要であり、今後同様の事業展開
を検討している行政・医療機関・観光事業者の皆様が効果的に事業を構築・展開するために、
本事業を通じた学びをご活用いただきたい。

▪本年度事業全体の成果については別資料「成果報告書」をご参照いただきたい。

注１：本年度事業では、新型コロナウイルスの感染拡大をうけ、一部地域では訪問を伴う実証に代えてオンライン実証を実施。訪問を伴う実証を実施した地域においては、感染拡大防止マニュアル等を参考に
最大限の感染防止策をとり実施した（例：緊急事態宣言対象外の地域に限る、会食なし、４人以下の行動、県内集患に限定、医療機関の訪問はなし。）。
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本資料の構成：事業の進め方

立ち上げ

具体化

事業化

主な課題 期待成果物

（本資料は事業化への土台作りに焦点を当てて解説。）

コンセプト
決定

A

❑ 日本及び地域としてどのような医療・観光資源があるか。

❑ 医療・観光資源を組み合わせ、他地域と差別化できるか。

❑ 特定したコンセプトで有意な効果・集患が見込めるか。

❑ 優先順位付けされた観光・医
療資源一覧

❑ 初期的コンセプト・ターゲット層

国内連携
体制構築

B

❑ 関係者が事業を理解し、それぞれの強みを基に役割分担が定義されているか。

❑ 事業推進方法、予算、人的資源を含む国内の連携体制を設計できているか。

❑ 本事業における国内外関係者の役割分担や業務の流れが体系化されているか。

❑ 明文化された連携体制

❑ 初期的な事業運用体系

コンテンツ
造成

C

❑ ターゲット層のペルソナ（行動様式や価値観を含む人物像）が明確か。

❑ ペルソナに訴求できる、医療・観光で一貫したテーマがあるか。

❑ 滞在プラン（医療、観光、宿泊、ツール、旅程、価格等）は具体化されているか。

❑ 滞在プランはターゲット層・事業者の意見を取り入れたものか。

❑ ターゲット層のペルソナ

❑ ペルソナに訴求するテーマ

❑ 実証によって検証された具体
的な滞在プラン

受入体制
整備

D

❑ 外国人受入れに必要となる体制（通訳・連絡・支払いツール、設備等）は特定され
ているか。

❑ 受入体制整備計画が策定されているか（予算を含む。）。

❑ 受入体制の整備計画

❑ 整備された受入体制（特に最
低限必要なもの）

はじめに

海外連携
体制構築

❑ ペルソナ及び滞在プランの特性に沿った集患手法が特定されているか。

❑ 集患のための連携先と具体的な連絡先が特定されているか。

❑ 連携先との交渉に向け必要な活動が計画されているか。

❑ 絞り込んだ販売先候補

❑ 海外連携の活動計画E

事業性評価

❑ 地域の医療資源やターゲット層のニーズに鑑みた現実的な集患目標があるか。

❑ 地域としての受入体制・海外連携等の中長期計画と整合する事業目標があるか。

❑ 集患人数や滞在プランの価
格に基づく中長期的な事業目
標

F
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行政・医療機関・観光事業者の立場から事業を推進する際の要点

観光事業者の方
（DMO・旅行代理店を含む。）

▪ 観光事業に関する知見を生か
すことで、ツアー運営計画の詳
細化を含め事業運用体系の設
計を推進することが重要となる。

▪ 渡航者視点のプラン価格の競
争力と、事業者視点の収益見
込みに対して助言し、優位性の
あるプランの造成を重視する。

▪ 国内外の医療渡航支援企業等
との地域の間の共通窓口とな
ることで、円滑かつ持続的な事
業の構築を実現する。

医療機関の方

▪ 地域の医師会や関係者との繋
がりを生かし、海外の受診者を
受け入れることについて理解を
得ることが肝要となる。

▪ 医療現場の経験に基づき、受
診者ニーズの明確化と、医療と
観光の連携を生かしたコンテン
ツの具体化を実現する。

▪ 広報物等が医療特有の規制に
抵触しないよう、地方公共団体
の方針に沿って精査・助言する
ことが重要となる（例：医療広告
規制）。

▪ 行政が事務局となる場合、医療
機関や観光事業者を巻き込ん
だ効果的な建付けを事業開始
段階でつくることが重要となる。

▪ 行政が有する地域内の繋がり
や知見を生かすことで、広範囲
にわたる調整や、地域の強みを
生かしたコンテンツの作り込み
を支援することを重視する。

▪ 地域内資源を拡充するために
必要な活動を考慮し、各関係者
を巻き込んだ事業の推進を実
現する。

行政の方
（都道府県、市町村を含む。）

はじめに
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コンセプト決定：概要A

本事業からの学び
▪ 需要（市場におけるニーズ）がどの程度存在するか、それが事業として意味のある規模かを確認することで初期的なコン
セプトが事業化の検討に値するものか選別できる。

▪ コンテンツや事業性はコンテンツ造成（C）や事業性評価（F）の際に深掘りするため、必ずしもこの段階で詳細に検討をす
る必要はない。

▪ 強みのある医療・観光資源を特定する際に、本事業の調査結果を活用できる（詳細は成果報告書を参照。）。

地域資源の
特定

主な課題

日本及び地域とし
てどのような医
療・観光資源があ
るか。

活動内容

▪ 地域に存在する医療・観光資
源を網羅的に洗い出す。

▪ 以上の資源のうち日本・地域
として強みがあるものを特定
し、優先順位付けする。

コンテンツの
差別化

医療・観光資源を
組み合わせ、差
別化できるか。

▪ 強みがある医療・観光資源の
うち、一定のテーマ性をもって
組み合わせられるコンテンツ
の草案を作成する。

▪ 以上のコンテンツの草案が他
地域のプランと比べ、一定程
度差別化しうるか精査する。

事業性の
初期的確認

特定したコンセプ
トで有意な効果・
集患が見込める
か。

▪ コンテンツ草案の対象となる
ターゲット層・ニーズが一定規
模存在しうるか確認する。

▪ （市場規模が小さい場合は、
ターゲット層や対象疾患を再
定義する。）

期待成果物

▪ 優先順位付けされた観光・医療資源一覧
▪ 初期的コンセプト・ターゲット層

A.コンセプト決定

A１
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事業性の初期的確認：ターゲット層の絞り込み・検証例（地域の観光資源
を活用したリハビリ滞在プランを新規に策定しようと考えている地域の例）A１

A.コンセプト決定

▪ 高度リハビリ患者注1

（要移動補助）
▪ 高度リハビリ患者
（自立歩行）

▪ 予防的リハビリ患者注2

▪ 高度リハビリ患者
（自立歩行）

予防的リハビリに対する
潜在ニーズは存在すると
考えられるが、海外の
ニーズ開拓には地域から
の積極的な働きかけが
必要なため、予防的リハ
ビリ患者は対象外とする。

高度リハビリ患者
（自立歩行）はリハ
ビリの必要性が高く、
自力での渡航が可
能なため、集患実現
性は高いと考えられ
る。

当該地域ではテーマとして
地域の自然資源を活用し
た観光リハビリ（例：ハイキ
ング）を打ち出しているため、
病院外リハビリができない
高度リハビリ患者（要移動
補助）は対象外とする。

地域の医療資源に基づく
ターゲット層の洗い出し

想定ター
ゲット層注１；
例

絞り込みの
基となる
仮定；例

当該地域の医療
機関のリハビリに
おける知見や実績
を基に対応可能な
ターゲット層を検討
する。

滞在プラン草案の事業性の初期的確認

検証の工夫ポイント：

▪ 地域として活用したい医療・観光資源の性質により、初期段階で検証すべき項目は異なる。例：
– 脳卒中患者向けのリハビリなど、市場開拓型・新規性のある事業の場合、事業性や市場規模を検証。

– 健診など、既に市場が確立している事業の場合、他プランとのコンテンツの差別化を検証。

▪ 高度リハビリ患者
（自立歩行）

▪ 予防的リハビリ患者

集患実現性の確認市場規模の確認

観光資源・コンテンツに
照らした適合性の確認

▪ 高度リハビリ患者
（自立歩行）

注1：高度リハビリ：事故・病気からの運動機能回復のためのリハビリ 注２：予防的リハビリ：運動機能が低下する高齢者向けの健康維持のためのリハビリ

例示的
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【期待成果物イメージ】事業コンセプトA

背景・
概要

▪ 医療資源（X病院等）と観光資源（C温泉、景観、食等）は存在するものの、医療と観光をつなぎ合わせた
試み（連携体制・パッケージ化）が不十分である。

▪ X病院、C観光協会、B市等の連携を強化し、健康に関心の高い海外富裕層に医療観光をアピールし、イ
ンバウンド渡航者の増加を狙う。

事業
エリア

▪ A県B市

コ
ン
テ
ン
ツ
概
要

対象

観光
資源

滞在
プラン

▪ α国（特にβ地域）在住の富裕層X-Y代
▪ 日本旅行に何度も訪れており、健康にも関心が高い。

医療
資源

▪ X病院におけるXYプログラム
– 世界有数のプログラム実績があり、D機構の国際認証も
取得済み。

– x人患者治療の実績が既に存在し、x人医療スタッフも配
置。

▪ 世界的に稀なC温泉をはじめとした温泉群
▪ Xにも指定されているある風光明媚なE、F、Gといった
自然

▪ H、I等の豊かな食材・食文化
▪ 温暖な気候

▪ X病院におけるXYプ
ログラムを２泊３日で
実施。

▪ XYプログラムの合間
に、医療コンテンツや
体調に合わせた温泉
や食、体験メニュー
等の観光を満喫し、
体も心もリフレッシュ
することを目指す。

A.コンセプト決定

例示的
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本事業からの学び
▪ 多くの関係者が関わる事業のため、連携体制内外とこまめに連絡を取りつつ、主体的に事業運営を推進するスキル・人的資
源を有する関係者を事務局として特定することで事業推進を効率的に進める。

▪ 事業推進に必要なスキルを活動単位で定義し、それをどう構築していくかを最初に計画する。
▪ 中長期的な事業推進に向けて、 それぞれが自分・自団体にとっての事業参画の意義を理解しやすい状況や建付けを早期に
構築する。

主な課題 活動内容

役割分担の
特定

関係者が事業を
理解し、それぞれ
の強みを基に役
割分担が定義さ
れているか。

▪ 行政・医療・観光の関係者を特
定し、事業参画への承諾を得
る（必要に応じ、観光施設や医
師会など、その他の地域関係
者にも事業への理解を得る。）。

▪ 事務局機能を担う機関を選ぶ。
▪ 関係者の強み・事業特性に鑑
み、役割分担を定義する。

事業運用
体系の策定

本事業における
国内外関係者の
役割分担や業務
の流れが包括的
に体系化されて
いるか。

▪ 事業の運用及び渡航者の受入
れにおける主要な業務内容に
ついて、国内外関係者のうち
誰が何を担い、どのような情
報・支払いの流れになるかを
明文化する。

期待成果物

▪ 明文化された連携体制
▪ 初期的な事業運用体系

国内（地域）連携体制構築：概要B

連携体制の
設計

事業推進方法、
予算、人的資源
を含む国内の連
携体制を設計で
きているか。

▪ 関係者間での意思決定方法
（会議体設計、運営方法等）を
定義する。

▪ 事業運営に必要となる予算・
人的資源を特定し、その確保
に向けた計画を策定する。

B２

B.国内連携体制構築

B１

B３
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国内連携体制構築における成功要件B１

主な利点と課題 成功要件

B.国内連携体制構築

例示的

▪ 事業構築に必要となる活動・役割を明
確化した上で、足りない専門的知見を補
完するために関係者を巻き込む。

▪ 持続的な事業の構築のため、中長期的
に行政による理解・支援を取り付けるこ
とで事業推進を更に加速できる（例：地
域の観光戦略への組込み）。

▪ 行政が事務局機能を担うことで、地域関係者
との既存の広範なつながりを生かし、医療機
関や観光事業者を巻き込んだ効果的な建付
けの構築がしやすい。

▪ 既存の地域観光戦略との連携がより円滑に
行うことができ、事業の規模を拡大しやすい。

▪ 受入環境・ツールの整備等地域全体に関わ
る改善に取り組みやすい（例：多言語コール
センターの設立）。

▪ 滞在プラン造成・事業化における実務を担う
人的リソースが不足している。

▪ 地域として事業による効果（社会的・経済
的）を最大化するために、地方公共団体に
よる観光戦略との調整・連携を主導する
（例：地域全体としてのブランディング戦略
の策定）。

▪ 実務を担う人的資源を確保・育成し、事業を
加速させるためには、早期の工数の把握、
キャパシティの確保、他地域関係者との役
割分担等の体制を前もって構築することが
重要である。

▪ 観光事業者としての観光及びビジネスの知
見を活かして事業を構築しやすい。

▪ 医療現場や医療に係る制度・規制の知見を
有する関係者が不足している。

▪ 既存の国内外事業者・医療渡航支援企業と
のつながりを生かした、新規連携先候補の開
拓や連携強化を推進しやすい。

▪ 患者や医療現場目線でのコンテンツ造成が
しやすい。

▪ 観光コンテンツ造成や事業運用体系構築を
担う関係者が不足している。

行政主導型

観光事業者
主導型

医療機関主導型
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国内連携体制構築に活用可能な会議体B２

目的 頻度

参加者

事務局
関係者

連携体制内
関係者

その他
事業者

キックオフ

▪ 地域関係者間で初期的な事業
目標と事業計画を説明し、すり
合わせする。

事業開始
時に１回

コンテンツ
ワークショップ

▪ 地域関係者間でターゲット層の
ペルソナを明確化した上で、新
規性・実現可能性の高い滞在プ
ランを造成する。

計１-２回

コンテンツに関係する
事業者のみ（例：旅館）

▪ 地域の連携体制を継続的に構
築・強化する。

▪ コンテンツや海外連携計画につ
いて認識をすり合わせする。

四半期に
１回程度

地域協議会
議題に関係する
事業者のみ

週次定例会

▪ 事業推進上のタスク・期限を明
確にし、進捗を管理する。

▪ 早期の課題特定や定期的な議
論を通じて問題解決を加速する。

週１回

B.国内連携体制構築

例示的
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【期待成果物イメージ】国内連携体制B

本事業における国内（地域）の連携体制 （行政主導型を想定）

C観光協会

B市Y課
（事務局）

X病院

役割：
- 全体統括
- 体制内関係者

間の調整

役割：
– 観光コンテンツ
の統括

– 海外連携・広報
の推進

役割：
– 医療コンテンツ
の統括

– 医療観点から
の知見共有

会議体

運営
方法

予算・
人的
資源

詳細

▪ キックオフ
▪ コンテンツワークショップ
▪ 地域協議会
▪ 週次定例会

▪ 主体であるB市Y課が事務局機能
として全体を統括する。
– 会議体の運営（例：日程・場所
調整、議事設定）

– 進捗の管理
▪ 医療・観光コンテンツの造成や地
域関係者との連携はX病院・C観
光協会が実施する。

▪ 事業全体に必要なキャパシティ
の確保はB市Y課が主導する。

▪ 各事業者の設備投資費用等につ
いては、原則的に事業者による
負担とする。

B.国内連携体制構築

例示的
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【期待成果物イメージ】事業運用体系B３

α国

C観光協会

Z観光施設

受診者

医療渡航
支援企業

Ｘ病院

Zホテル

海外医療機関

かかりつけ医
と相談

問合せ・支払い

滞在プラン
手配依頼・
支払い

手配
依頼・
支払い

A県

国内

Z通訳
サービス

Z交通

患者情報共有

検証すべきポイント：

▪ 必要な関係者が事業運
用体系に含まれている。

▪ 関係者間で必要となる連
携内容が定義されている。
– 滞在プランの各要素
の手配
（医療・観光・宿泊・食
事・言語対応・交通等）

– 受診者に関する情報・
データの安全な共有
（特に医療情報）

– 支払い手段の策定
▪ 受診者・現地医療渡航企
業目線でも手続きや支払
いがわかりやすく、煩雑
でない。

B.国内連携体制構築

例示的
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本事業からの学び
▪ 一貫したテーマに沿って医療・観光コンテンツを造成することで、医療と観光を組み合わせてパッケージ化する意義の特定や、他地域との
コンテンツの差別化が可能となる。

▪ ターゲット層に訴求できるコンテンツ造成のためには、以下の工夫が有用である：
– ターゲット層の属性（国籍・年齢）だけではなく、ペルソナや判断軸までイメージし、連携体制内で共通認識を持つ。
– モニター・事業者との実証を通じて試行錯誤を繰り返し、滞在プランを改善する。

期待成果物

▪ ターゲット層のペルソナ
▪ ペルソナに訴求するテーマ
▪ 実証によって検証された具体的な滞在プラン

▪ インタビュー等を実施し、ターゲット層のペル
ソナを定義する。例：
– 属性 （例：出身国、収入）
– 趣味・嗜好
– 考え方や意思決定上の優先順位
（例：渡航時の判断軸）

活動内容

▪ 滞在プランのうち、特に検証したい部分（新規
コンテンツ等）について、モニター（ターゲット
層）・事業者向けの実証を行う。

▪ 実証を通じて得たフィードバックに鑑み、滞在
プランを精査する。

ターゲット
層の理解

主な課題

ターゲット層のペ
ルソナ（行動様
式や価値観を含
む人物像）が明
確か。

▪ 以下の要素をふまえて滞在プラン全体に沿う
テーマを策定する：
– ターゲット層のペルソナ
– 地域の医療・観光資源

テーマの
策定

ペルソナに訴求
できる、医療・観
光で一貫した
テーマがあるか。

▪ ペルソナ、プラン全体のテーマをふまえて、以
下の要素を含む滞在プランを構築する：
– 旅程として組み合わされた医療・観光コン
テンツ

– 宿泊先（食事を含む。）
– ツール（交通手段、言語、支払い等）
– 価格設定

滞在
プランの
具体化

滞在プラン（医療、
観光、宿泊、
ツール、旅程、
価格等）は具体
化されているか。

プランの
実証

滞在プランは
ターゲット層・事
業者の意見を取
り入れたものか。

コンテンツ造成：概要C

C1

C2

C.コンテンツ造成
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ターゲット層に対するインタビューの進め方・工夫C１

所要期間

詳細

２～３週間 ２週間 ２週間

▪ インタビュー結果を
取り纏めてターゲット
のペルソナを作成し、
滞在プラン作成への
意味合いを特定する。

▪ 絞り込み条件に整合
するインタビュー対
象者を探す。例：
– 地域の既存の繋
がりを活用（例：日
中交流団体）

– 現地国の調査会
社に依頼

▪ インタビューガイドを
作成した上で、それ
を基にインタビュー
（１人当たり1.5～２時
間）を実施し、ター
ゲット層のニーズを
詳細に深掘りする。

▪ ターゲット層の属性（年
代・収入）だけでなく、行
動様式の深掘りを可能
にする絞り込み条件を
整理する。例：
– 診断・治療を目的と
した渡航経験の有無

– 日本への渡航に対
する関心の有無

意味合いの抽出
インタビューの
準備・実施

インタビュー
対象者の特定

インタビュー対象者条件
の絞り込み

インタビュー準備・実施の工夫ポイント：

▪ ニーズの深掘りができるよう、以下の観点を考慮してインタビューガイドを作成する：
– 期待成果物であるペルソナに鑑み、ヒアリングすべき内容をあらかじめ具体化できているか。

– 回答しやすい環境を醸成する工夫はあるか（例：開始時の雑談、インタビューの背景・目的の共有）。

– 相手の真意（判断根拠等）をより正確に把握するため、回答を深掘りする追加質問はあるか（例：「な
ぜそう思いましたか。」、「具体的にはどういう事でしょうか。」）。

▪ 分析に活用しやすいように、細かいニュアンス等も記録する（例：重要コメントは「」つきでそのままメモ。）。

C.コンテンツ造成
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【期待成果物イメージ】 ターゲット層のペルソナC１

概要

健康への意識

医療ニーズ

観光ニーズ

▪ 趣味：旅行、食事
▪ 日本にも数回旅行したことがあり、
お気に入りの観光地だが、多く
は都市部の訪問のみ

▪ 多忙な都市型生活者であり、旅
行はリラックス・ストレス軽減のた
めの手段

▪ Y病を抱えているが、服薬を必要
としないレベル

▪ 急かされたりストレスを感じたりすることなく、
医療サービスを受けたい。

▪ 医師から検査結果の説明を受けながら、今
後の生活への具体的なアドバイスをもらいた
い。

▪ 自らのX病を改善、少なくとも悪
化させないようにと思うが、その
ために何が必要かの知識がない。

▪ 軽い運動、バランスの良い食事
は必要とわかるが、楽しみを奪う
までの厳しい節制はしたくない。

▪ ストレスを感じずゆったりと過ごせる時間が
欲しい。

▪ 日本のおもてなし・文化を体感したい。
▪ パッケージ化されたツアーで必要な手配は
最小限にしたい。

▪ ワンさん・45-65歳
▪ 年収：ミドル～アッパー
ミドル層

▪ 居住地：α国（都市部）
▪ Xといった健康への不
安もしくはY病を抱える。

不満・満たされないニーズ

▪ 健康を改善するための具体的な方法がわか
らない。

▪ 日本の地方を観光したいが、移動・言語面で
苦労する。

C.コンテンツ造成

例示的
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モニター（ターゲット層）・事業者との実証の目的・進め方C２

実証の進め方

実証目的・手法の検討 実証計画の策定・準備

▪ 策定した計画に基づき実証
を実施する。

▪ 実証結果をふまえ、改善点
を洗い出し、滞在プランに
反映する。

▪ 改善点のうち反映に時間・
費用がかかるものは、実行
計画を立案する（例：ホテル
設備の整備）。

実証実施・分析

▪ 事業における課題や検証し
たいポイントを洗い出し、実
証目的を特定・優先順位付
けする。

▪ 以下の観点から実証手法を
検討する：
– 実証目的との整合性（そ
の方法によって実証の目
的は達成可能か。）

– 実証可能性（地域として
実証に必要な受入体制
が整っているか。）

▪ 実証手法をふまえ、以下
の項目を特定する：
– 対象者の属性・数
– 行程詳細
（感想・意見のヒアリン
グ時間を含む。）

– 受入施設・関係者
– 通訳・コミュニケーショ
ン・支払いツール

– 費用
▪ 集患手法を洗い出し、参
加案内を作成・共有した
上で、参加者を確保する。

実証の目的

▪ 滞在プランに対する意見をもら
い、事業化に向けて地域でど
のような活動が必要となるか
具体的に特定する。

▪ 細分化すると、以下10項目が
実証目的として挙げられる：
① 地域の連携体制・役割分

担の検証
② 地域住民・医師会等の理

解の獲得
③ 受入体制に対する満足度

や改善点の検証
④ コンテンツに対する満足度

や改善点の検証
⑤ 関係者の運営力の検証
⑥ コンテンツの適正価格の検

証
⑦ 収益性の検証
⑧ 海外連携先経由での集患

の検証
⑨ 地域関係者の投資判断の

材料提供
⑩ 広報への活用

C.コンテンツ造成

実証の工夫ポイント：

▪ 実証参加者はペルソナに近似した属性の方が望ましいが、特定が困難な場合は、
特に検証したい項目に適していれば、完全に合致しなくてもよい（例：特定の疾病
の患者目線での医療ニーズを検証したい場合は、所得や年齢層よりも疾病の有
無を優先。）。

▪ 滞在プランのうち、特に実証が必要な部分に絞って実施する（例：新規造成したコ
ンテンツや動き方）。
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新型コロナ感染状況拡大をふまえた実証手法C２

C.コンテンツ造成

訪問実証

オンライン
実証

概要

▪ 県内在住のターゲット層に近い参加者（「モニター」）を地域に招き、
滞在プラン行程の一部を実際に体験する（例：５泊を１泊に短縮。） 。
– 実施しうる一部コンテンツの例：

▫ 観光：新規造成した座禅・里山体験
▫ 医療：滞在プランの特色の説明1

– 実際のプランに沿った宿泊、食事、通訳、移動手段の手配
▪ 体験最中・直後のインタビュー等を通じて、体験に基づく滞在プラン
への感想・意見をヒアリングする。

▪ モニター・事業者向けに体験動画や、パンフレット形式のプレゼン
テーションをオンラインで共有し、滞在プランを説明する。

▪ インタビューやアンケートを通じて、滞在プランに対する意見・感想
をヒアリングする。

▪ 新型コロナ感染状況拡大をふまえ、
感染予防対策を実行する。
– モニターは都道府県内にて集患。
– 医療要素等体験できないコンテン
ツは、オンラインへ切り替え（例：
デモデータを活用した健診結果の
説明）。

– 複数名での食事は実施しない。
– 常時４名以下で行動（ガイド、通
訳等を含む。）。

▪ 訪問実証の体験内容や地域関係者
によるデモを撮影し、体験に近い形
で情報を共有する。

▪ 事業者（例：国内外の医療渡航支援
企業）に対してはプランの実際の販
売を想像できるよう、旅行パンフレッ
トに掲載可能な程度の情報量に抑え
て紹介する。

▪ 詳細なインタビューガイドをあらかじ
め作成し、回答しやすい雰囲気の醸
成や深層ニーズの聞き取りができる
よう準備する。

実証における工夫ポイント

注１：新型コロナの感染拡大状況に鑑みて、医療機関への訪問を避け、デモ動画等を活用したプランの説明を行う場合

例示的
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【期待成果物イメージ】滞在テーマ・プランC

滞在
テーマ

日本の山岳温泉リゾートにて、リラックスして滞在できる時間を提供。

渡航準備 １日目 ２日目 帰国後３日目 ４日目

体験

宿泊

ツール 成約した段階で支払い。
海外の旅行代理店を
通じて決済（現金/クレ
ジットカード）

▪ かかりつけ医へ報告
▪ 定期的な治療推奨
への協力依頼

15：00～17：00
ガイダンス・検査
①診察（目的意識・既
往歴・今の健康状態）
②血液検査
③ウェアラブルデバイ
スの配布
④運動機能評価
⑤体組成検査

▪ 海外代理店を通した
問診票の記入依頼
と簡単なヒアリング

▪ 自国かかりつけ医へ
の事前説明

：医療

：医療

▪ お昼を目途に新幹
線で東京より来県

▪ 駅から宿までは貸切
タクシー

▪ 宿から病院は徒歩

：移動

昼食：日本そば

：観光

ハイグレードで小規模な旅館に3連泊
▪ 2食付き、C温泉

トレッキング
Z地域の歴史説明

：観光

周遊バス

：移動

昼食：高原野菜

：観光

14：00～15：00
XY運動
①説明・準備
②運動

：医療

午前中
▪ スノーシュー
▪ 昼食：飲泉を提供し
ている旅館

▪ C温泉
夕方
▪ C温泉ライトアップ

：観光

貸切タクシー

：移動

10：00～12：00
検査・アドバイス
①血液検査
②運動機能評価
③体組成検査
④健康指導

：医療

▪ 昼食：高原野菜
▪ 周囲の散策と足湯
▪ 駅への道中で歴史
的家屋に立ち寄る

：観光

貸切タクシーで駅へ
新幹線で東京へ

：移動

：医療

▪ 案内等紙に落とすものは全て中国語訳
▪ 観光施設には翻訳ツールを配置し、使用可能か今年度に実証
▪ 医療関係の通訳は病院の中国人理学療法士や有資格の中国人ボランティアが対応

▪ 各観光コンテンツ
は医師の監修付き

▪ 期待できる健康効
果やカロリー消費
の説明

ペルソナをふまえた工夫

C.コンテンツ造成

▪ 滞在プラン中の各
活動にて身体の
反応の記録・評価

▪ 活動ごとの身体の
反応まとめと健康
に好ましい活動の
指導

▪ 旅館以外も含め各食事には健康
に関する工夫やうんちく、生産者
プロフィールを記載したお品書き

▪ 温泉は泉質とその効果の説明

▪ 朝食時に当日
スケジュールの
提示

▪ 観光後は部屋
におすすめ過
ごし方付きメッ
セージカードの
提供

例示的
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受入体制整備：概要

受入
体制の
特定

体制
整備の
計画・
実施

活動内容

▪ 事業化にあたって必要となる受
入体制を特定する。例：
– 言語対応
– 支払いツール
– 設備（例：リハビリ向けプラン
でのバリアフリー設備）

▪ 以下の要素を含む、受入体制
の整備に向けた実行計画を策
定する：
– 整備内容
– 担当者
– 整備の時間軸
– 予算等必要な資源

▪ 上述の計画に対する関係者に
よる理解を確保する。

主な課題

外国人受入れに
必要となる体制
（通訳・連絡・支
払いのツール、
設備等）は特定
されているか。

受入体制整備計
画が策定されて
いるか（予算を含
む。）。

▪ 受入体制の整備計画（予算の確保、関係者によ
る理解の獲得を含む。）

▪ 整備された受入体制（特に最低限必要なもの）

期待成果物

本事業からの学び
▪ 必要な受入体制を活動単位で具体化し、 それを今後どう構築・整備していくか（地方公共団体によるキャパシティの
確保を含む。）を実行計画に落とし込むことで、事業推進を円滑化できる。

▪ コンテンツだけでなく、受入体制も実証にて検証し、必要に応じて整備計画を見直すことで、よりニーズと整合したプ
ランの提供が可能になる。

D

D.受入体制整備
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【期待成果物イメージ】受入体制の整備計画

詳細 活動マイルストーン

D

Q1 Q2 Q3 Q4

整備
実施

試験
導入
準備

デバイス
調査

宿泊施設と
共有・
すり合わせ

整備
計画
立案

試験
導入
準備

マニュアル
素案作成

予算確保

アプリ調査
（含 利便性、
セキュリティ）

予算
確保

実証

実証

実証

担当

通訳
ツール

設備

支払い
ツール

ハイキングコースの老朽化し
た案内・看板を整備する。

事前事後フォローアップで使
用するコミュニケーションアプ
リをX病院で導入する。

観光コンテンツ向けに通訳デ
バイスを導入する。

（基本料金は代理店を通じた
事前支払い、行程中の支払
いは導入済みのツールを使
用するため、整備は無し。）

C観光協会

X病院

C観光協会

無し

X病院

緊急時
対応策

連絡
ツール

Zホテルでの緊急時対応マ
ニュアルを策定する（例：患者
の体調が悪化した際にどう対
応するか。）。

無し

D.受入体制整備

実証結果を
ふまえ、導入
又は他選択肢
検討

実証結果
をふまえ
精査

例示的

実証結果を
ふまえ、導入
又は他選択肢
検討

外注先
決定
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海外連携体制構築：概要

集患手法
の特定

海外連携
計画の
策定

活動内容

▪ 想定される集患手法を洗い出
す。

▪ 期待できる集患効果を基に集
患手法を優先順位付けする。

▪ 実際の集患に向けた連携体制の
確立に向け、連携先交渉に必要
な活動を特定する（紹介資料の作
成・交渉内容等）。

▪ 必要な活動内容及び役割分担を
実行計画に落とし込む。

主な課題

ペルソナ及び
滞在プランの
特性に沿った
集患手法が特
定されている
か。

連携先の
特定

▪ 優先度の高い集患手法につい
て、連携先候補を網羅的に洗
い出す。

▪ 初期的な討議での感触やそれ
ぞれの特性に鑑み、連携先候
補を絞り込む。

集患のための
連携先と具体
的な連絡先が
特定されてい
るか。

連携先との交
渉等に向け必
要な活動が計
画されている
か。

期待成果物

▪ 絞り込んだ販売先候補
▪ 海外連携の実行計画

本事業からの学び
▪ 事業者向け実証を実施する際に、同時に連携先候補との初期的討議を実施することで効率よく進められる。
▪ 言語面等で海外連携先候補との繋がりづくりや交渉準備が難しい場合は、中国等海外からのインバウンド渡
航者を取り扱う国内代理店等との連携も選択肢の一つである。

E

E１

E２

E.海外連携体制構築
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集患手法・チャネルの優先順位付けE１

期待できる集患効果

低：言語・信頼性の観点から、患者自
身が直接日本の医療機関に依頼する
事例は限定的である。

低～中：現地医療機関からの紹介もあ
り得るが、医療機関側のインセンティブ
が少ないため限定的である。

高：知人経由・オンラインの情報を基に、
現地医療渡航支援企業等に問い合わ
せ・コンサルティングを依頼するケース
が多い。

集患手法；例示的

仲介なし
（患者自身・
家族・友人経由）

医療機関（病院、
現地医師会を含む。）

医療渡航支援企業・
現地旅行代理店

考慮すべきポイント：

▪滞在プランの特性に応じて、
各手法にて期待できる集
患効果に差がある（例：治
療を目的とした患者向けプ
ランであれば、信頼性の観
点から、医療機関からの紹
介が多い可能性）。

▪ C.コンテンツ造成にて海外
への診断・治療目的の渡
航経験がある方にインタ
ビューをする場合、どのよ
うな手法を実際に使ったか
ヒアリングすると望ましい。

E.海外連携体制構築
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想定されるアクション；例示的 必要な準備

紹介資料・動画の作成

▪ 事業者向けの紹介資料の作成に向けた予算を確保する。
▪ 資料作成の詳細な実行計画及び役割分担（外部委託を含む。）を決定する。
▪ 資料の作成及び動画を撮影・編集する。
▪ 資料・動画を翻訳する。

▪ 中国等で行われる、現地事業者向けの展示会を洗い出す。
▪ 展示会でのプランの紹介資料を作成する。
▪ 参加にあたっての詳細を調整する（参加者、滞在先、通訳の決定等）。
▪ 展示会経由の新規連携先候補へ連絡する。

海外の医療渡航支援企業等
事業者向けの展示会への参加

連携先候補との
交渉

初期的

▪ 商談を依頼し、日程調整をする。
▪ 滞在プランの詳細を含めた商談でのプレゼンテーションを準備する。
▪ 商談を実行する・連携体制を最終化する。
▪ 各連携先での評価指標（例：問い合わせ回数、集患人数）を設定する。

▪ 各連携先において、連携開始時に定めた評価指標の達成度と達成に向け
た課題を整理・評価する。

▪ 各連携先での集患人数増加に向けて議論・交渉する。
▪ （連携先での集患促進のための手段をすり合わせる。）

継続的

海外連携計画策定時に想定されるアクションや必要な準備（例）E２

E.海外連携体制構築
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医療広告規制の概観E２

E.海外連携体制構築

▪ 【定義】下記要件をいずれも満たす場合は、医療広
告規制対象となる。
– 患者の受診等を誘因する意図があること（誘引
性）

– 医業若しくは歯科医業を提供する者の氏名若し
くは名称又は病院若しくは診療所の名称が特定
可能であること（特定性）

▪ 【対象となる媒体】医療コンテンツが下記媒体にて
含まれる場合は広報とみなされる。注1

– チラシ、パンフレットその他これらに類似する物
によるもの

– ポスター、看板、ネオンサイン、アドバルーンそ
の他これらに類似する物によるもの

– 新聞紙、雑誌その他の出版物、放送、映写又は
電光によるもの

– Ｅメール、インターネット上の広告
– 不特定多数の者への説明会、相談会等で使用
するスライド、ビデオ又は口頭で行われる演述
によるもの

注1：網羅的ではない。なお、学術論文、学術発表等、新聞や雑誌での記事、患者等が自ら掲載する体験談、手記等、院内掲示、院内で配布するパンフレット等、医療機関の職員募集に関する広告は対象外。

出典：:厚生労働省 「医業若しくは歯科医業又は病院若しくは診療所に関する広告等に関する指針（医療広告ガイドライン）」から一部抜粋。

医療広告規制の概要 医療広告規制において禁止される広告

虚偽広告

比較優良広告

誇大広告

患者等の主観に基づく、
治療内容・効果に関する
体験談

患者等を誤認させるおそ
れがある治療等の前後
の写真等

▪ 専門外来
▪ 死亡率、術後生存率等
▪ 未承認医薬品による治療の内容

広告が可能とされていな
い事項の広告

具体例；非網羅的

▪ 「必ず元気になれる。」「絶対安全な治療で
す！」「厚生労働省の認可した〇〇専門医」等
の記載

▪ 「県内一の医師数を誇ります。」「本グループは
全国に展開し、最高の医療を提供しておりま
す。」等の記載

▪ 「知事の許可を取得した病院です！」などの記
載や、手術や処置等の効果又は有効性を強調
するもの

▪ -

▪ 術前又は術後（手術以外の処置等を含む。）の
写真やイラストのみを示したもの

医療広告ガイドラインから一部抜粋。

▪ 詳細は医療法、医療広告ガイドライン等関係法
令及び規定等を参照。

▪ 医療広告についての相談は医療機関を所管す
る自治体の担当部署へ連絡。

令和３年３月時点
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【期待成果物イメージ】海外連携計画

詳細

▪ 海外の事業者に向けた
紹介資料を作成する。
– パンフレット（５頁程度、
α語に翻訳。）

– 営業ピッチ

▪ 地域として新規に開拓
する連携先候補との商
談をxx社程度と実施し、
連携体制を合意する。

▪ 既に繋がりがある連携
先と集患実施・規模拡
大に向けて交渉する。

▪ 海外事業者向けの展示
会に参加し、新規連携
先候補をxx社開拓する。

活動マイルストーン

E

担当

▪ C観光協会

▪ X旅行（C
観光協会
より委託）

▪ C観光協会

紹介資料の作成

海外の展示会
への参加

連携先
候補との
交渉

初期的

継続的

Q1 Q2 Q3 Q4

翻
訳

資料
作成

対応策
合意・
議論

新規連携先フォロー

連携
体制
最終化

計
画
策
定

参加
手続き・
準備

実行

目
標
合
意

予算
確保

日程
調整

課題の
すり合わせ

展示会
洗い出し

E.海外連携体制構築

例示的
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事業性評価：概要

集患目標
の設定

事業目標
の設定

活動内容

▪ 医療資源を精査し、地域医療
が逼迫されない集患規模を定
義する。

▪ 上述の集患規模に鑑み、現実
的な集患目標を設定する。

▪ 事業化に向けた初期的な事業
目標（波及経済効果を含む。）
を策定し、地域関係者間で合
意する。

▪ その事業目標が受入体制の整
備計画や、海外連携計画と整
合するものであることを確認す
る。

主な課題

地域の医療資
源やターゲッ
ト層のニーズ
に鑑みた現実
的な集患目標
があるか。

地域としての
受入体制・海
外連携等の中
長期計画と整
合する事業目
標があるか。

期待成果物

▪ 目標集患人数や滞在プランの価格に基づく
中長期的な事業目標

本事業からの学び
▪ 特に医療機関以外が主導で事業を進めている地域に関し、海外からインバウンド患者を受け入れることで地域医療
の資源・キャパシティを逼迫しないか、地域の医療機関との整合を取る。

▪ 本事業を通じて地域に還元する仕組みを構築することが重要であるため、地域間で事業性に対する見込みをすり合
わせ、目標を設定することで、地域関係者の事業に対する意欲や腹落ちの造成を促進しうる。

F

F.事業性評価

F１
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事業性の試算方法と事業への意味合いF１

F.事業性評価

本事業による
インバウンド集
患目標；人

項目

収益性（事業性）の試算方法

仮定及び定義

売上見込み；
円

▪ 中長期的な年度ごとのプラン売上と波及経済効果を合算し
た売上見込みを算出する（代理店に対するマージンも含
む。）。

▪ 滞在プランを通じての追加インバウンド患者目標数を設定する。
– 滞在プランの対象診療科のうち地域内で同様の事業が可
能な病院への展開も考慮する。

– 中長期目標（例：５年）に向けた各年推移は目標値を置く。

▪ 基本プラン価格に代理店マージンを掛けたものに追加プラン
の価格を合算して滞在プラン価格の範囲を算出する。
– 基本プラン価格：宿泊費、医療・観光費用、交通費、観光
ガイド費用、通訳費

– 代理店マージン：基本料金に対する業界平均マージン
– 追加プラン価格：追加医療・観光オプション、宿泊先の
アップグレード等

▪ 渡航者の1泊毎の平均滞在単価（プランに含まれている内容
以外）に滞在プラン泊数を掛けて算出する。
– 平均滞在単価：飲食費・娯楽等サービス代・買い物代・そ
の他費用（各地域のプラン内容によって調整。）注１

本事業による
波及経済
効果；円

滞在プランの
希望小売価格；
円

事業への意味合い

▪ 地域間で事業目標に対する実現可能
性について認識をすり合わせる。例：
– 集患目標が地域・受入医療機関
の医療資源・キャパシティを逼迫し
ない程度か。

– 集患目標が観光施設の受入余力
内か。

▪ 事業性を明示し、対外的な事業説明
や交渉に活用する。例：
– 予算を確保する際に、地域に対す
る経済効果を提示し、説得材料と
して活用する。

– 海外連携先と交渉する際に、将来
的な事業規模を提示し、中長期的
な連携を見据えた議論をする。

注１：観光庁「令和２年１-３月期 訪日外国人消費動向調査」における訪日中国人の滞在単価（飲食費・娯楽等サービス代・買い物代・その他を含む。）を基に、各地域での滞在プランに含まれてい
る要素を除き、一日当たり14,505～28,373円/人として概算。

例示的
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【期待成果物イメージ】中長期事業目標F

xx

xx

22

xx xx

2021

xx xx

xx

23

xx

xx

24

xx

xx

xx

2025目標

xx
xx

xx

本事業における事業目標
万；2021年-2025年；一人あたりの費用はxx万円として試算

約XX人

【事業拡大期】

▪ 参加者の口コミをもとに知名度
を向上させる。

▪ リピーターを獲得する。
▪ 新規滞在プランを策定する。
▪ 更なる集患加速に向け追加的
な連携先を開拓する。

年間集患人数；人XX 滞在プラン売上；万円

波及経済効果注1；万円

注１：訪日外国人消費動向調査による訪日外国人の滞在単価（飲食費・娯楽等サービス代・買い物代・その他を含む。）を基に計算する。

F.事業性評価

【事業定着期】

▪ 地域のインバウンド
滞在の目玉に成長
させる。

約XX人 約XX人 約XXX人 約XXX人

【事業立ち上げ期】

▪ 滞在プランのコンテンツと必要
となる運営体制を確立する。

▪ 新型コロナで集患が困難な状
況に鑑み、紹介資料を準備・作
成する。

例示的
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おわりに

地域が一体となり、A～Fの通りに多く
の関係者を巻き込み、ニーズに訴求す
る滞在プランを造成し、海外からの集
患準備を行うことは難易度が高い。

事業の立ち上げから具体化までに約１
年間、海外医療渡航支援企業等との交
渉や集患等の実際の事業化には更に
１年以上もの長い時間が必要となる。

本年度事業での学びを通じて、地域の観光・医療資源を活用した外国人受入れ事業を推
進する上で、地域が陥りやすい罠とそれを乗り越えるために有用な枠組みを本手引きの
結びに代えて共有する。

おわりに
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事業推進の上で地域が陥りやすい罠

陥りやすい罠 想定し得る課題の例

おわりに

地域だけでは有していないスキルや知見
（例：海外集患）が一部あり、本格的な事業
化が進まない。

明確なターゲット層のイメージがない、ある
いは特定のアイデアにこだわることで、ニー
ズに沿わないプランを造成する、あるいは
ニーズ特定段階で議論が停滞する。

地域として「いつまでに（短期・中長期）何を
達成したいか」が明文化されておらず、認識
に齟齬がある。

「２、３年でそこまで海外からの集患を目
指すとは思っていなかった。」

地域のアイデアが具体的な活動に落とし込
まれておらず、誰が何をすればいいかが分
からない。

「滞在プランは作成したものの、誰が窓口
として海外への売り込みを行うのかわか
らない。」

事務局機能として事業を推進する主体に
キャパシティ、スキル、予算が足りず、事業
が前に進まない。

「他業務で手が回らず、医療・観光コンテ
ンツはあれど滞在プランのパッケージ化
が進まない。」

「言語や商慣習の壁だけではなく、そもそ
も現地医療エージェント等との繋がりがな
いことから、海外から集患は地域だけで
はできない。」

「地域の自然資源を洗い出し、全て楽しめ
る滞在プランを作ったが、想定している高
齢の訪日外国人には難しいことがわかっ
た。」

例示的
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これらの罠を乗り越えるためのポイント

陥りやすい罠 罠を避けるために重要なポイント

明確なターゲット層のイメージがな
い、あるいは特定のアイデアにこだ
わることで、ニーズに沿わないプラ
ンを造成する、あるいはニーズ特
定段階で議論が停滞する。

地域として「いつまでに（短期・中長
期）何を達成したいか」が明文化さ
れておらず、認識に齟齬がある。

▪ 共通の枠組み（例：地域成熟度）を用いて、「今事業がどの段階にあり、１年間で目指す
べき段階が何か」を地域関係者間で明文化する。

▪ 可視化された進捗に応じて、「コンテンツ・連携体制のうちどこが、なぜ進まないか」（人
的資源や予算、専門性等）を特定し、地域関係者間で対応策を具体化・策定する。

▪ （コンセプト段階の目標の整合は A章P.７、ビジネスとしての目標値はF章P.28を参照）

事務局機能として事業を推進する
主体にキャパシティ、スキル、予算
が足りず、事業が前に進まない。

▪ 関係者それぞれの強みに鑑み、連携体制での役割分担を定義し、事業を主導する事務
局を設置する。

▪ 事務局があらかじめ工数・時間を確保し、連携体制内の全体統括・調整を実施する。
▪ （事務局の担い手に基づく連携体制類型の利点・課題・成功要件はB章P.９を参照。）

▪ ターゲット層のペルソナ・行動様式までイメージし、連携体制内で共通認識を持つ。
▪ ペルソナに合わせて、実証を通じて試行錯誤を繰り返しながら滞在プランを改善する。
▪ （ペルソナの例はC章P.15、実証方法についてはC章P.16-17を参照。）

地域のアイデアが具体的な活動に
落とし込まれておらず、誰が何をす
ればいいかがわからない。

▪ 誰が、何を、いつまでに実施するのかを実行計画に落とし込み、地域内で合意する。
▪ （実行計画の具体例はD章P.20（受入体制整備）、 E章 P.25（海外連携体制構築）を参
照。）

次頁で深掘り

おわりに

地域だけでは有していないスキル
や知見（例：海外集患）が一部あり、
本格的な事業化が進まない。

▪ 事業化に必要なスキルを明確化した上で、委託が必要な内容や投資を明確化し、予算
申請等を実行計画に落とし込む。

▪ （事業推進に必要なスキルについては次頁の地域成熟度、海外連携体制構築において
想定される具体的な活動についてはE章P.23を参照。）

例示的
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地域成熟度：地域関係者間で現状把握や目標設定、
進捗のすり合わせを行うための共通の枠組み

• 1年間で1レベル上げ
ることを想定。

• 本資料は主にレベル
２（コンテンツのみレ
ベル３）までを包含。

おわりに

事業運営に必要なス
キル構築が始まり、
実証をふまえ、持続
的な事業構築に向け
た方針がある。

試行錯誤を経て、事
業化・自走化のため
のスキル構築が完
了し、事業が開始さ
れている。

事業化への意欲とコ
ンテンツ・体制のアイ
デアが存在している。

事業運営に必要な体
制・コンテンツ仮説が
明確になり、実証計
画が立案されている。

事業が地域で持続
的かつ自律的に運
営され、実績を積み
上げている。

国内
連携
体制
構築

コン
テンツ
造成

海外
連携
体制
構築

地域の関係者が自律的に
事業を運営するための体制
が構築され、１-２年の継続
的な連携が行われている。

自律的な事業運営のため
の地域の関係者の連携が、
複数年に渡り行われている。

事業運営に必要な関係者と
関わり方が特定されており、
連携体制の構築が始まって
いる。

地域の関係者によって継続
的な事業運営のための連
携が開始されている。

地域を主導する主体がおり、
連携すべき医療・観光関係
者の候補・アイデアが存在
する。

連携体制

整備したインフラ・ツールを
活用され、必要に応じた検
証や再投資等が行われて
いる。

地域の投資が行われ、事業
構築に向けて必要なインフ
ラ・ツールの整備が完了し
ている。

外国語対応等のインフラ・
ツールの整備が一部始まり、
実証により有効性や必要な
要素が検証されている。

ターゲット層のニーズや先
進事例をふまえて、外国語
対応など、必要なインフラ・
ツールが特定されている。

事業化に向けて必要なイン
フラ・受入体制の仮説・アイ
デアが存在する。受入体制

既存の医療資源を生かし、
ターゲット層のニーズをふま
えて練り上げられた医療コ
ンテンツ案が存在する。

ターゲット層を持続的に集
患できている。

ターゲット層のニーズに基
づき、観光と組み合わさっ
た医療コンテンツが理想的
なジャーニー全体を通して
完成している。

医療コンテンツの実証が行
われ、事業としてコンテンツ
が成り立つための検討要素
が特定されている。

事業で活用する医療要素・
医療機関のアイデアが存在
する。医療要素

既存の観光資源を生かし、
ターゲット層のニーズや医
療との親和性を基に造成さ
れた観光・滞在プラン案が
存在する。

ターゲット層のニーズに基
づき、医療と組み合わさっ
た観光・滞在プランが理想
的なジャーニー全体を通し
て完成している。

ターゲット層を持続的に集
患できている。

観光・滞在プランの実証実
験が行われ、事業としてプ
ランが成り立つための検討
要素が特定されている。

事業で活用する観光要素・
滞在プランのアイデアが存
在する。

観光・滞在
要素

海外の医療機関・代理店等
との協力体制を活用し、必
要に応じた検証や見直しを
行う体制ができている。

海外連携が開始され、ター
ゲット層の理想的なジャー
ニー全体を通して持続的な
連携体制が構築されている。

海外の医療機関・代理店等
との連携の試行等を行い、
集患に向けた連携方針が
明確になっている。

海外の連携先医療機関・代
理店等が妥当な根拠を持っ
て特定されている。

海外の連携先医療機関・代
理店等のアイデアが存在す
る。

海外機関
連携

対象国向けの広報を自律
的・継続的に、必要に応じ
た検証や見直しを行う体制
ができている。

対象国向けの広報を開始し
ている。

対象国向けの広報の試行
等を行い、集患に向けた実
施方針が明確になっている。

対象国に向けて行うべき広
報手法が妥当な根拠を持っ
て特定されている。

対象国と広報方法のアイデ
アが存在する。

広報

創生期

レベル１ レベル２

成長期

レベル３ レベル４

成熟期

レベル５

事業１年目の目標水準目安
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【参考】医療・観光資源を活用した外国人受入れ事業の参考となる資料

資料名 発行元 参照先

地方自治体のための外国人患者受入環境
整備に関するマニュアル

厚生労働省 https：
//www.mhlw.go.jp/stf/seisakunit
suite/bunya/kenkou_iryou/iryou/
newpage_00005.html

外国人患者の受入のための医療機関向け
マニュアル

厚生労働省 https://www.mhlw.go.jp/stf/seis
akunitsuite/bunya/0000173230_0
0003.html

身元保証機関（登録医療コーディネーター
等）のリスト

外務省 https：
//www.mofa.go.jp/j_info/visit/vis
a/medical_stay2.html

身元保証機関（登録旅行会社）のリスト 外務省 https：
//www.mofa.go.jp/j_info/visit/vis
a/medical_stay3.html

参考資料

非包括的

本年度事業の成果報告書も併せてご参照いただきたい。

https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/kenkou_iryou/iryou/newpage_00005.html
https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/0000173230_00003.html
https://www.mofa.go.jp/j_info/visit/visa/medical_stay2.html
https://www.mofa.go.jp/j_info/visit/visa/medical_stay3.html

